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（目的） 
中央教育審議会等中等教育分科会（2012）は、「共生社会

の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のため

の特別支援教育の推進（報告）」の中で、合理的配慮や基礎

的環境整備、多様な学びの場の整備、学校間連携、交流及び

共同学習等の推進を掲げている。神奈川県では、インクルー

シブ教育推進においても、障害の有無に関わらず、地域の学

校や通常の学級、高校で学ぶためのしくみづくり、多様な教

育の場の整備、地域で共に生きるしくみづくりを今後の取組

の中に挙げている。高等学校においては、県立高校改革実施

に向けて多様な教育の場の展開や教育の充実に取り組んで

おり、2017年度より知的障害のある生徒の受け入れを行うイ

ンクルーシブ教育実践推進校（以下、パイロット校）の体制

作りを行っているところである。インクルーシブ教育実践推

進校は今後20校に増え、一層特別支援学校との連携は強まっ

てくると考えられる。 

そこで、本研究ではパイロット校の A高等学校と B特別

支援学校への調査を通して、今後の高等学校のインクルー

シブ教育システム構築に向け、センター的機能を介した特

別支援学校と高等学校との連携の在り方について検討する

ことにした。 

 

（方法） 

1.質問紙調査：A高等学校教員 59名と B特別支援学校教員

74 名を対象に先行研究を基に作成した質問紙調査を用い、

A高等学校教員が B特別支援学校に求める支援ニーズや B

特別支援学校教員が可能と考えられる支援や連携に関す

る調査を行った。調査実施期間は 2016年 8月下旬から 9

月中旬である。質問紙の回答形式は 4 件法や自由記述等

を用いた。 

2.聞き取り調査：B 特別支援学校の教育相談担当教員に半

構造化面接法による調査を行った。調査時期は 2016年 12

月である。 

 

（結果） 

1．調査票の回収状況は、A高等学校が 59名中 48名(81.3％)、

B特別支援学校が 74名中 64名(86.5％)であった。 

・B特別支援学校の「センター的機能」について、A高等学

校教員の 60.4％が「知らない」と回答し、回答者の中で

最も多かったのは担任や副担任をしている教員であった。 

・A 高等学校教員が支援の必要な生徒に対して校内で必要

だと思うこととして、半数以上の教員が「教員の加配」「学

年・教員間の意思疎通（情報交換）」「時間的な余裕」と

挙げた。 

・両校の連携の必要性については、A 高等学校は 83.3％、B

特別支援学校は 67.8％が「必要である」と回答した。「少

し必要である」を含めると両校ともほぼ全員が必要性を感

じていた。連携するためには、両校ともに「時間の確保」

「相談するための校内体制整備」「互いを知ること」が上

位に挙がった。一方、「教育相談コーディネーター活用」

に関する項目は両校ともに低い結果となった。 

・A高等学校が求める支援内容と B特別支援学校が可能と考

える支援内容の全体比較で、「求める」「可能である」のみ

を抽出した結果を出した。生徒・教科等に関することでは、

「知的障害のある生徒への支援」は両校ともに最も多くの

回答があった。次に A高等学校で支援ニーズのあった「キ

ャリア教育・進路に関すること」は B特別支援学校では一

番低い回答結果となった。情報提供・研修機能では両校と

もに「B 特別支援学校の専門職による助言」が一番多くの

回答を得た。次いで「心理・発達検査等の情報提供機能」

と答えた A高等学校に対し、B特別支援学校は一番低い項

目結果であった。教員への支援に関しては、両校ともに一

致した項目順での回答を得た。研修協力機能についての問

いでは、両校ともに「知的障害のある生徒への対応」につ

いて一番多い回答を得た。 

・インクルーシブ教育システムに期待すること及び不安なこ

とを A高等学校教員に尋ねた結果、どちらも「知的障害の

ある生徒と共に学ぶ生徒」が最も多い回答を得た。 

2．聞き取り調査では A 高等学校と B 特別支援学校によるこ

れまでの連携や現状、今後の取組や課題について聴取した。 

 

（考察） 

特別支援学校と高等学校の連携については、双方ともに必

要性を感じており、そのためには時間の確保の工夫や校内支

援体制整備、互いを知り合い、授業等を気軽に参観し合える

顔と顔が見える関係作りが大切であると考えられた。また、

双方の連携においては、一方向の支援のような連携ではなく、

双方向性のある協働という連携が望ましいと考えられる。そ

の上で、特別支援学校は高等学校における教育の現状（カリ

キュラムや評価、集団での授業等）を理解し、高等学校のニ

ーズを把握した上で、関係機関等で役割分担を行い、それぞ

れが協働しながら、より効果的にインクルーシブ教育システ

ム構築に向けて取り組む姿勢が欠かせないであろう。 

今後、センター的機能を介して特別支援学校が高等学校と

連携をしていくためには、どのような協働が可能かを高等学

校に対して、認識してもらえるように案内や研修等を通して

周知・理解を一層図っていく必要がある。また、インクルー

シブ教育システム構築に向けて、地域への障害理解・啓発、

資源の活用等、双方で協働しながら進めていく姿勢が尚一層

求められる。 
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